平成２７年度　第２２回人事委員会　会議結果
	１　開催日時


　　平成２８年２月２６日（金）午後３時～３時４５分
	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】　　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　　　　　　　　　委　　員　　中　原　　　都

　　　　　　　　　　委　　員　　上　田　博　久

【事務局職員】　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　　　　　　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　    　  長　　富　山　哲　明　　

　　　　　　　　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　　　　長　　河　村　　　淳

　　　　　　　　　　係　　長　　古　川　真　史

【傍聴者】　　　　なし
	４　議　題


議案第１号　条例案に対する本委員会の意見について

	５　議事の公開・非公開


議事について公開又は非公開のどちらとするかについて審議を行い、公開とすることについて全員の合意を得た。

	６　議　事


　
◇議案第１号

条例案に対する本委員会の意見について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。
【説　明】
県議会から意見聴取のあった条例案について、以下のとおり回答するもの。

１　条例案の名称

議案第32号　仕事と家庭生活等との両立を図るための職員の勤務時間関係条例の整備に関する条例の設定について

議案第33号　鳥取県職員の退職管理に関する条例の設定について　

　　議案第38号　職員の給与に関する条例等の一部改正について

　　議案第39号　鳥取県公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正について

　　議案第40号　職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について
２　条例案の概要及び条例案に対する人事委員会の判断（案）
○仕事と家庭生活等との両立を図るための職員の勤務時間関係条例の整備に関する条例の設定について

（１）条例の設定理由

　　　フレックスタイム制、子育て部分休暇及び高齢者部分休業を創設し、職員が柔軟に働き方を選択できることにより、仕事と家庭生活等との両立及び公務能率の向上を図り、職員のワークライフバランスを推進する。

（２）条例の概要

①職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正

  　ア　フレックスタイム制の導入

  　　・職員が自己の勤務の開始時刻又は終了時刻についての希望を申告した場合に、公務の運営に支障がないときには、任命権者が当該申告を考慮して１日の勤務時間を割り振ることができる。

      ・育児又は介護を理由とする場合には、平日に勤務しない日を設定できるなど、より弾力的な勤務時間の割り振りができることとする。

    イ　子育て部分休暇の導入

      ・小学校３年生以下の子を養育する職員を対象として、育児のため必要な場合に、１日の勤務時間を最大２時間短縮することができる。

      ・子育て部分休暇により勤務しない時間については、給与を減額する。
 　 ②職員の修学部分休業に関する条例の一部改正

　　ア　条例名の変更

        条例の名称を「職員の修学部分休業及び高齢者部分休業に関する条例」に変更する。

　　イ　高齢者部分休業の導入

　　　・55歳に達した職員（管理職職員等を除く。）を対象として、公務の運営に支障がない場合に、１週間の勤務時間を最大20時間短縮することができる。

　　　・高齢者部分休業により勤務しない時間については、給与を減額する。

③施行期日は、平成28年４月１日とする。

（３）条例案に対する当委員会の判断（案）

  　国や他県に準じた内容の、フレックスタイム制、子育て部分休暇及び高齢者部分休業の制度を導入し、公務能率の向上、職員の仕事と育児や介護等との両立の実現を図ろうとするものであり、異議はない。

○鳥取県職員の退職管理に関する条例の設定について

（１）条例の設定理由

　　　地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部が改正され、国家公務員の退職管理の趣旨及び各自治体における職員の再就職の状況を勘案し、職員の退職管理の適正を確保するための措置を講ずるものとされたことに伴い、再就職の届出等について定める。

（２）条例の概要

①再就職者による働きかけの禁止

　　　　離職した日の５年前の日より前に次長級又は課長級の職に就いていた者は、当該職に就いていたときの職務に属する契約等事務に関し、離職後２年間、職務上の行為をするように、又はしないように要求し、又は依頼してはならないものとする。

　　　※既に法定されている部長級に対する規制と同等の規制となるように、条例で規制対象の範囲を拡大する。

②再就職情報の届出

　　　　管理職職員であった者は、離職後２年間、営利企業等の地位に就いた場合は、日々雇い入れられる者となった場合等を除き、任命権者に届け出なければならないものとする。

③届出事項の公表

　　　　任命権者は、②の届出を受けた事項を公表しなければならないものとする。

④罰則

　　　　②の届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、10万円以下の過料に処する。

⑤施行期日

　　　　平成28年４月１日とする。

（３）条例案に対する当委員会の判断（案）

　　　地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部改正に伴うものであり、また、国家公務員の退職管理制度に準じて、地方公務員の退職管理の適正を確保するためのものであり、異議はない。

○職員の給与に関する条例等の一部改正について

（１）条例の改正理由

    　地方公務員法の一部改正により、等級別基準職務表を給与に関する条例に定めることとされたことに伴い、現行の級別標準職務表を等級別基準職務表に改称するとともに、任期付研究員及び任期付職員の等級別基準職務表を新たに定める。

（２）条例の概要

①職員の給与に関する条例の一部改正

　　級別標準職務表を等級別基準職務表に改称する。

②任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正

  　任期付研究員の等級別基準職務表を定めるほか、所要の規定の整備を行う。

③任期付職員の採用等に関する条例の一部改正

  　任期付職員の等級別基準職務表を定める。

④施行期日

平成28年４月１日とする。

（３）条例案に対する当委員会の判断（案）

    地方公務員法の一部改正を踏まえ、所要の規定の整備を行うものであり、異議はない。

○鳥取県公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正について

（１）条例の改正理由

　　　職員を派遣することにより、業務の円滑な実施の確保を通じて地域の振興、住民の生活の向上等に関する諸施策の推進を図るため、職員を派遣する公益的法人等を追加し、又は削除する。

（２）条例の概要

①職員の派遣先に全国知事会を加える。

②職員の派遣先から、公益財団法人鳥取県畜産振興協会及び公益社団法人鳥取県人権文化センターを削る。（派遣先の法人において業務の円滑な実施に必要な組織体制が確保されることとなったため、期間満了とともに県職員の派遣を終了。）

　　③施行期日は、平成28年４月１日とする。　

（３）条例案に対する当委員会の判断（案）

    　必要な派遣先の追加及び派遣期間満了に伴う派遣先の削除を行うものであり、異議はない。

《参考》全国知事会への派遣について

（１）全国知事会の概要と主な業務

　〈概要〉各都道府県間の連絡提携を緊密にして、地方自治の円滑な運営と進展を図ることを　　  　　　目的として設立（地方自治法第263条の３に規定されている全国的連合組織）

　〈主な業務〉

 　　・各都道府県の事務に関する連絡調整

 　　・地方自治の推進を図るための必要な施策の立案及び推進

 　　・国と地方の協議の場に関する法律に基づいて行う、地方自治に影響を及ぼす国の政策の企画及び立案並びに実施に関する関係大臣との協議

 　　・地方自治法第263条の３第２項の規定に基づき、地方自治に影響を及ぼす法律又は政令その他の事項に関する内閣に対する意見の申し出又は国会への意見書の提出　等

（２）派遣理由

    ・地方分権改革、国と地方を通じた政策の効果的かつ効率的な推進などのため、全国知事会へ職員を派遣する。（鳥取県知事が全国知事会内の「地方分権推進特別委員会」の委員長に就任したため、慣例により、本県から職員を派遣し業務に従事するもの。）

（３）派遣職員の主な役割

    ・地方公共団体の意見のとりまとめ、調査・研究・啓発、地方公共団体への情報提供及び政府への提案等

    ・国と地方の協議の場の運営に関する調査その他の地方六団体間の連絡調整

    ・その他地方分権改革の推進に関する事項

（４）派遣期間

　　　平成28年４月１日から平成30年３月31日まで（１名）
○職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について

（１）条例の改正理由

　　　著しく腐敗した魚の死骸の処理業務が職員の著しい負担になっていることから、当該業務に対し特殊勤務手当を支給する。

（２）条例の概要

　　①職員が県の管理する河川等において著しく腐敗した魚の死骸を処理する作業に従事したときは、従事した日１日につき300円の特殊現場作業手当を支給する。

　　②その他所要の規定の整備を行う。

　　③施行期日は、公布日とする。

（３）条例案に対する当委員会の判断（案）

　 　　業務の実態及び他の同様の業務との均衡を考慮して手当を支給しようとするものであり、異議はない。
【質　疑】
○仕事と家庭生活等との両立を図るための職員の勤務時間関係条例の整備に関する条例の設定について

委　員

フレックスタイム制の利用については、任命権者側が公務に支障がない状況を確認した上で承認し、勤務時間の割り振りもできるが、子育て部分休暇についても、任命権者が承認をするのか。

事務局

　　そのとおり。子育て部分休暇については、届出があれば基本的には承認を行うもの。

委　員

高齢者部分休業の方も、届出があれば基本的には承認を行うのだな。

事務局

　　高齢者部分休業は、公務に支障がなければ、承認という形になる。

委　員

　　高齢者部分休業は、仕事の性質上問題がなければ承認しなさいよということだな。

　　フレックスタイム制の利用については、どちらかというと時間も含めて任命権者側の裁量の範囲内で取得となり、子育てと高齢者の方は、取得したいとなれば基本的には取得させなければならない形になるのだな。

事務局

　　休むことにより公務に支障が出てはいけないので、高齢者部分休業の方は代員を確保しなければならない。代員を確保できない場合は取得させることは難しい。公務に支障がなければという点で高齢者部分休業とフレックスタイム制が近い形になるかと思う。

委　員

　　子育て部分休暇、高齢者部分休業については、取得の意向があれば取得させなければならないため組織体制をどうするのかということが問題になってくる。

事務局

　　フレックスタイム制については、勤務時間は変わらないので代員の話は出てこない。子育て部分休暇についても、１日２時間の休暇なので代員という話は出てこない。高齢者部分休業は代員の確保の必要が生じる。

委　員

フレックスタイム制の導入にあたって、管理監督者は職員の勤務時間管理が非常に大変になると思う。

委　員

これらの制度の利用が難しいようなら、教職員や警察官の方から何らかの要望が出てくると思う。

委　員

　　高齢者部分休業は、教職員が利用したいと考えているかもしれない。

事務局

　　高齢者部分休業の制度を設けている都道府県は半数くらいある。二桁の人数が利用しているのは1団体のみで、他のところは、あっても一桁である。一旦制度を利用したら代員の確保の兼ね合いから、退職まで途中で変更することができなくなるので、利用する人が少ないと聞いている。

委　員

　　問題点については、実際に制度を運用してみないとわからないところもあると思う。
○鳥取県職員の退職管理に関する条例の設定について

委　員

　　制度そのものは全く初めてではないな。

事務局

　　今まではそれぞれの地方公共団体の通知でやっていた。法的義務はなかったが法定事項となり、その中で一部付加するものを条例で定めることになった。

　　部長は法定されているが、それ以下の国次長級、課長級について同じように付加するもの。国家公務員法でも同じように制限がかかっている。

　　通知と法律との違いは、罰則がつくこと。罰則がつくので、かなり強いものになっている。今までの通知はお願いの世界だった。

委　員

　　条例第２条の下から２行目「職務に属するものに関し」は働きかけの部分だな。

事務局

　　そのとおり。

委　員

　　働きかけの部分は「職務に属するもの」に関してだが、再就職に関しては特に制限なしで、何に就くにしろということか。

事務局

　　そのとおり。

委　員

　　例えば、学校法人の役員とか地域の○○とか、報酬を得る、得ないにかかわらずということか。
事務局

　　ある一定以上の報酬を得る場合というのがある。いわゆる年収が所得制限103万円に満たない場合は届け出なくてもよいと国家公務員法では整理されており、同じようにしようと考えている。

委　員

　罰則ありだから、うっかり悪気なく届出しそこなって大問題になってしまう人が出るのが心配だな。
事務局

　　罰則があるため、そのようになる。

事務局

　罰則については、不正な行為が伴う場合は懲役や罰金だが、不正の行為が伴わない場合は過料となる。

委　員

　医者などにも規制はかかるのだな。

事務局

　　そのとおり。

事務局

　　届出については管理職だが、５年間の働きかけはすべての職員にかかる。

委　員

　厳しいようだがしかたない。

○鳥取県公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正について

委　員

　　削除した法人へ再度派遣の必要が生じた場合は、あらためて条例に追加するのか。

事務局

　　その時の判断に応じて必要な法人を追加削除していくもの。

委　員

　　人権文化センターは、県からの派遣職員に変わる職員が確保できたということか。

事務局

　　そのとおり。畜産振興協会の方は、受精卵の関係技術を県から移管していくこととしていたが、技術移転が終了したということである。
○職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について

委　員

　　条例の誤記載による特殊勤務重複時の手当の支払いについて、実際の運用はどうだったのか。

事務局
　　特殊勤務の重複の実例はなかったと思われる。

	７　次回人事委員会の開催


　　平成28年３月４日（金）午前１０時から開催することとした。
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